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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
　業務の適正を確保するための体制についての決定内容及び当該体制の運用状
況の概要は以下のとおりであります。

（１）当社及び子会社から成る企業集団（以下、「当社グループ」という。）に
おける業務の適正を確保するための体制

①当社グループ各社が自立的に業務の適正を確保するための体制を整備する
ことを基本としつつ、当社が適切な管理及び支援を行うことにより、当社
グループにおける業務の適正の確保を図る。

②「関係会社管理規程」を制定し、当社グループ各社に、一定の重要事項に
ついて、当社の事前承認又は報告を義務付ける。

③子会社における業務の適正性を監視できる体制とするため、当社の役職
員、若しくは当社の役職員相当に業務の適正性を監視できると認められる
者が子会社の取締役若しくは監査役として就任する。また、子会社に対し
て当社の内部監査部門が直接監査し得る体制、及び監査役・監査役会が直
接調査し得る体制とし、その報告は直接当社の代表取締役社長に報告され
る体制とする。

④子会社の計数管理に関しては経理部門が分掌し、連結決算作成の管理監督
を行う。

⑤当社グループ各社の役員で構成される経営会議を開催し、業績及び各事業
部門の業務進捗管理並びに業務執行状況について検討を行い、適切な対応
を行う。

⑥子会社のうち、株式会社については原則として取締役会設置会社とする。
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【運用状況の概要】
①③原則として当社の役職員、若しくは当社の役職員相当に業務の適正性を

監視できると認められる者が子会社の取締役又は監査役として就任し、子
会社における業務の適正性を監視しております。また、子会社に対して当
社の内部監査部門が直接監査し得る体制、及び監査役・監査役会が直接調
査し得る体制とし、その結果は直接当社代表取締役社長に報告しておりま
す。

①⑤当社グループ各社の役員で構成される経営会議を毎月１回開催し、子会
社の業務執行状況等について検討・対応をしております。

②「関係会社管理規程」を策定し、社内グループウェア上に掲示する等によ
りこれを周知し、当社グループ各社に、一定の重要事項について、当社の
事前承認又は報告を義務付けております。

④子会社の計数管理は当社の経理部門が分掌し、連結決算作成の管理監督を
行っております。

⑥当社グループでは、株式会社については原則として取締役会設置会社とし
ております。
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（２）当社グループ各社の取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合す
ることを確保するための体制

①当社は、「倫理憲章」及び「企業理念」並びに「行動理念」を経営の基本
として策定し、当社グループはその規模や特性に応じて業務運営の効率
性、情報の正確性、コンプライアンス体制を充実強化し、会社資産の健全
化を追求する。これを実践するため、法令、定款の遵守はもとより、別に
定める「コンプライアンス規則」等に基づく行動規範・企業倫理の遵守の
徹底を図る。また、当社グループ各社の取締役及び使用人がこうした社会
規範・倫理・法令等の遵守及び浸透を率先垂範することにより、公正かつ
適切な企業活動の実現と社会との調和を図るものとする。

②これらの体制を監視・見直し・改善することを目的に設置されているコン
プライアンス・リスク管理委員会を通じ、更なるコンプライアンス体制の
強化につなげる。

③財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制を構築し、その
体制の整備・運用状況を定期的に評価するとともに、維持・改善を図る。

④当社グループ内の報告・相談窓口（企業倫理相談窓口）、及び外部相談窓
口を設置し、法令違反その他コンプライアンス上の問題について適切な対
応を行う。

⑤上記④に関する報告相談者の氏名及び情報等は秘匿し、報告相談者に対し
て、法令違反等を報告・相談したことを理由として、いかなる不利益な取
扱いもしてはならないものとする。

【運用状況の概要】
①「倫理憲章・企業理念・行動理念」及び「グループコンプライアンス規

則」を策定し、社内グループウェア上に掲示する等により周知徹底を図っ
ております。

②当事業年度においてコンプライアンス・リスク管理委員会を４回開催し、
グループ内における法令遵守状況及び問題点等を報告し、発生原因・対応
策等について議論・改善を行っております。

③当社の内部監査部門において、グループ内の各事業拠点を対象に財務報告
に係る内部統制評価を実施し、必要に応じて改善を図っております。

④⑤社内・社外に相談窓口を設け、法令違反その他コンプライアンス上の問
題について適切な対応を行う体制を確保しております。また、相談窓口へ
報告及び相談を行ったことを理由として、当該従業員が人事処遇その他の
不利益を受けない旨を「グループコンプライアンス規則」に定め、周知徹
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底を図っております。

（３）当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制及び子
会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

①「文書管理規程」に基づき、当社の所管する部署は、法定の議事録及び任
意の経営会議議事録の他、重要な職務の執行に係る文書等を、その添付資
料とともに、社内規程の定めるところによりこれを適切に保管し管理す
る。また、当該資料については、当社の取締役・監査役が常時閲覧するこ
とができるものとする。

②「関係会社管理規程」に基づき、子会社の取締役等は、子会社における法
定の議事録の写し等の文書を当社に提出することにより、子会社の取締役
等の職務執行に係る事項を報告する。また、当該資料については、当社の
取締役・監査役が常時閲覧することができるものとする。

【運用状況の概要】
①取締役会議事録等の法定議事録及び経営会議議事録等は、所管部署におい

て「文書管理規程」に定めた保存年限に基づき適切に保管・管理し、当社
の取締役・監査役から当該資料の閲覧を請求された際には適切に対応して
おります。

②各子会社における法定議事録の写し等は、当社の総務部門が適宜提出を受
け、保管・管理し、当社の取締役・監査役から当該資料の閲覧を請求され
た際には適切に対応しております。

－ 4 －



（４）当社グループにおける損失の危険の管理に関する規程その他の体制
リスク管理については以下の内容にて取り組むものとする。
①適正なリスク管理体制の構築・運営及び対応のため「リスク管理規程｣を

制定し、事業上のリスク管理に関する基本方針や体制を定める。
②上記規程に基づき、具体的な手順を記述した「リスク管理マニュアル」を

制定し、潜在するリスクに対する情報の抽出及び評価を行い、迅速かつ実
践的な対処を可能にする。

③社内外で想定される将来リスクを的確に予測・整理し、事前に対策を講じ
ること等を主目的とするリスク管理部門を中心として、各部門において一
層のリスク管理体制強化を図るものとする。

④上記にもかかわらず不測の事態が発生した場合は、リスク総括責任者又は
リスク総括責任者が指名した者を本部長とする対策本部を発足し、速やか
な調査と対応策を実践する。

【運用状況の概要】
①事業上のリスク管理に関する基本方針や体制を「リスク管理規程」に定

め、社内グループウェア上に掲示する等によりこれを周知し、適正なリス
ク管理体制の構築・運営及び対応に努めております。

②③リスク情報の抽出及び評価を行う手順を「リスク管理マニュアル」に定
め、運用しております。また、当該マニュアルにおいて、具体的なリスク収
集手法やリスクの管理手順を整備し、社内外で発生することが想定される将
来リスクや潜在リスクに対し、迅速かつ実践的な対応を行っております。

④不測の事態が生じた場合における対策本部の発足及び速やかな調査と対応
策を決定・実施する手順を「リスク管理規程」に定めておりますが、当事
業年度において該当事項はございません。
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（５）当社グループ各社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保す
るための体制

①当社の取締役会は月１回の定時取締役会及び随時開催される臨時取締役会
にて経営の重要事項及び個別案件の決議を適時行うものとする。また、子
会社の取締役会においても定時取締役会及び随時開催される臨時取締役会
にて経営の重要事項及び個別案件の決議を適時行うものとする。

②電子稟議システムの活用により社外からでも稟議の閲覧、決裁を可能と
し、意思決定の迅速化及び経営効率の向上を図る。

③決定に基づく職務の執行については「組織規程」「職務分掌規程」及び
「職務権限規程」等に基づき担当役員が各責任者に対して指示し、執行さ
れる。また、内容が部門間にまたがるような場合は担当役員間にて調整を
行い、効率的な執行体制を確保する。

【運用状況の概要】
①当事業年度においては、定時取締役会を12回、臨時取締役会を５回開催

し、経営に関する重要事項及び個別案件の決議を行っております。また、
子会社においては原則３ヶ月に１回以上の頻度で定時取締役会を、また、
必要に応じて臨時取締役会をそれぞれ開催し、経営に関する重要事項及び
個別案件の決議を行っております。

②当社では電子稟議システムの利用により社外からでも稟議申請案件の閲
覧・決裁が可能な体制を整え、意思決定の迅速化を図っております。

③「組織規程」「職務分掌規程」及び「職務権限規程」等を策定し、各部門
における職務の分掌及び職位毎の権限を明確にし、業務の組織的かつ効率
的な運営が可能となる体制を確保しております。
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（６）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当
該使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確
保に関する体制

①監査役が必要とした場合は、職務を補助する使用人を置くものとする。そ
の場合当該使用人の任命、異動、評価等人事権に係る事項については監査
役会の意見を尊重した上で行うものとし、その独立性及び監査役の指示の
実効性の確保に努める。

②監査役の職務を補助する使用人は、その職務にあたっては、監査役の指示
にのみ従うものとする。

【運用状況の概要】
①②監査役の職務を補助する使用人の任命、人事評価等の事項は「監査役監

査基準」に定められております。現在、監査役会の要請により監査役の職
務を補助する使用人を兼務にて２名選任しております。

（７）監査役への報告をするための体制及び報告をしたことを理由として不利益
な取扱いを受けないことを確保するための体制

①当社の取締役及び使用人並びに子会社の役職員（これらの者から報告を受
けた者を含む。以下、本項において同じ。）は、当社の監査役の要請に応
じて業務の執行状況の報告を行う。

②当社の取締役及び使用人並びに子会社の役職員は、当社グループに重大な
損害を与える事実が発生し得るおそれがあるとき、また、当社グループ各
社の役職員による重大な違反行為を発見したときは、直ちに当社の監査役
へ報告するものとする。

③当社の監査役は常時必要に応じ、当社の取締役及び使用人並びに子会社の
役職員に対して直接説明を求めることができる。

④当社の監査役は、当社グループ各社の取締役会及び経営会議の他、意思決
定の過程、執行状況の把握のため随時委員会等の会議に出席することがで
きる。また、代表取締役社長との定期的な意見交換により経営方針の確認
等意思の疎通に努める。

⑤当社グループ内の報告・相談窓口（企業倫理相談窓口）、又は外部相談窓
口に法令違反その他コンプライアンス上の問題について報告・相談があっ
た場合における、当社の監査役への迅速な報告体制を確保するものとす
る。
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⑥上記①及び②の報告をした者に対して、当該報告をしたことを理由とし
て、いかなる不利益な取扱いもしてはならないものとする。

【運用状況の概要】
①③必要に応じて監査役が当社の取締役、使用人及び子会社の役職員に対

し、直接、業務の執行状況等について説明を求めることが可能な旨が「監
査役監査基準」に定められております。また、監査役から要請を受けた当
社の取締役、使用人及び子会社の役職員は、その要請に対し適切に対応し
ております。

②当社及び子会社の役職員は、当社グループに対し重大な損害を与える事実
が発生し得るおそれがあるとき、及び当社グループ各社の役職員による重
大な違反行為を発見したときは、当社監査役に報告することが「監査役監
査基準」に定められており、運用しております。

④監査役は、当社グループ各社の取締役会及び経営会議等の会議に出席し、
意見を述べることができる旨が定められており、運用しております。ま
た、四半期に一度、代表取締役と監査役との間で意見交換会を実施し、経
営方針・会社が対処すべき課題等を共有しております。さらに、国内の子
会社との間では従前同様に、月次でグループ監査役連絡会を開催し、子会
社監査役との情報共有を図っております。また、海外子会社について当事
業年度は韓国の貯蓄銀行の監査委員と連絡会を実施しました。

⑤⑥監査役に対し報告をした者が、報告をしたことを理由として不利益な取
扱いを受けない体制を整備する旨を「グループコンプライアンス規則」に
定め、適切に運用しております。また、社内・社外に相談窓口を設け、寄
せられた情報は監査役へ報告される体制を確保しております。

（８）監査役の職務の執行について生ずる費用等の処理に関する体制
　監査役の職務の執行について生ずる費用等の請求の手続を定め、監査役か
ら前払い又は償還等の請求があった場合には、当該請求に係る費用が監査役
の職務の執行に必要でないと明らかに認められる場合を除き、所定の手続に
従い、これに応じるものとする。

【運用状況の概要】
　監査役の職務執行の際に生じた費用等の請求については「監査役監査基
準」に定められており、所定の手続に従って監査役からの費用の請求、及び
それに対する支払いを行っております。
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（９）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備
①当社グループは、反社会的勢力との一切の関係を遮断し、反社会的勢力に

よる不当要求には毅然とした姿勢で対応する。
②当社は、「反社会的勢力排除規程」を制定し、反社会的勢力から不当要求

を受けた場合の対応部署を総務部門として、社内各部門長、警察等の外部
専門機関と緊密に連携し組織的に対応する。

【運用状況の概要】
①②当社グループでは、反社会的勢力の排除に向けた基本方針と対応につい

て「反社会的勢力排除規程」及び「不当要求・暴力行為対応マニュアル」
に定め、従業員に対し周知徹底を図っております。また、不当要求等に対
応する対応部署を当社の総務部門とし、不当要求防止責任者を任命した上
で、必要に応じて警察や暴力追放運動推進センター等と緊密に連携する体
制を確保しております。

<ご参考>
　　当社は、以下のとおり、コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

と基本方針を定めております。

　（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方
　　　当社は、倫理憲章として、以下の５原則を制定しております。

①企業の持つ社会的責任と公共的使命を認識し、上場企業として健全な業務
運営を行うとともに、企業活動の透明性を確保し、信頼される企業を目指
します。

②法令の文言は勿論、その精神まで遵守し、未来世代のため、より豊かで公
正な社会の実現に努めます。

③全ての関係者の人権を尊重し、社会・経済の健全な発展に貢献すると同時
に、異なる文化的伝統や風習を尊重します。

④利益と倫理が相反する場合、迷わず倫理を選択します。また、反社会的勢
力に対しては、断固とした姿勢で臨みます。

⑤難解な倫理問題に直面したとき、誰もが満足できるような解決策を積極的
に創造していきます。

－ 9 －



　　　また、当社は、「お客様のため、株主様のため、私たち自身のため、いか
なるときも迅速に、誠実にチャレンジし続け、皆様とともに世界の未来を
創造します。」を企業理念とし、以下のことを推進してまいります。

①お客様、株主の皆様、お取引先等、全てのステークホルダーをお客様と考
え、その期待に応えるため、「お客様第一」の行動を実行してまいります。

②様々な事象に対し「迅速」に対応するとともに、現状に満足することなく
「創意工夫・改善」を実行してまいります。

③「適時且つ正確な情報開示」を実行するとともに、業務執行にあたっては
「高い倫理観」を持って取り組んでまいります。

④「新たなサービスや価値観を創造・提供」し、経済の発展に貢献してまい
ります。

　　　さらに、倫理憲章に基づき、「企業理念」を実践するため「行動理念」で
ある『Ｊ･Ｔ･Ｒ･Ｕ･Ｓ･Ｔ』を別途定めております。

　『Ｊ』＝「Justice」 公正な企業経営を行います。
　『Ｔ』＝「Teamwork」 経営の根幹である「人」の個性を活かした組織を作ります。
　『Ｒ』＝「Revolution」 常に革新志向で価値創造を行います。
　『Ｕ』＝「Uniqueness」 当社の独自性を大切にします。
　『Ｓ』＝「Safety」 お客様、ステークホルダーの皆様に安心いただけるよう努めます。
　『Ｔ』＝「Thankfulness」 感謝の気持ちを忘れません。
　　当社は監査役制度を採用しており、監査役５名（そのうち社外監査役が４

名）であります。社外監査役につきましては金融機関出身者、外務省出身者、
弁護士及び税理士で構成されており、経営監視機能は十分発揮できているもの
と考えております。

　　また、社外取締役４名を選任しており、取締役会の監督機能をより強固にす
る体制としております。
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　（２）コーポレート・ガバナンスに関する基本方針
　　　当社は、Ｊトラストグループが社会と共生していくには、株主の皆様やお

客様から高い信頼を得るとともに、企業価値の最大化を図ることが必要と考
えています。そのため、コンプライアンス（倫理･法令遵守）を柱とし、経
営のスピード向上と内部統制･監査機能の強化が両立したガバナンス体制の
整備を行うとともに、コーポレート・ガバナンス宣言を掲げ、経営の迅速
性、透明性、健全性を確保するよう取り組んでいます。

　　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方の詳細は当社ウェ
ブサイト（https://www.jt-corp.co.jp/）に掲載しております。

　（３）コーポレート・ガバナンス体制図

株　　　　主　　　　総　　　　会

取締役会

社長

経営会議

内部監査部門

コンプライアンス・
リスク管理委員会

コンプライアンス
責任者

企業倫理相談窓口

本社・各支店及び子会社

（選任・解任）（選任・解任）

（連携）
（監査）

（監査）

（監督・報告）

（報告・指導）

（報告）

（監査） （業務執行）

（報告・相談） （指導）

（報告・相談）

（指導）
（研修・啓蒙・
啓発活動）

（助言・相談）

顧
問
弁
護
士

会
計
監
査
人

監
査
役
・
監
査
役
会
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(2025年 1 月 1 日から
2025年12月31日まで )

（単位：百万円）

親 会 社 の 所 有 者 に 帰 属 す る 持 分
非 支 配
持 分 資 本 合 計

資 本 金 資 本
剰 余 金 自 己 株 式 利 益

剰 余 金
そ の 他 の
資 本 の
構 成 要 素

合 計

2025年１月１日時点の残高 90 108,109 △2,120 40,808 10,383 157,270 19,385 176,656

当 期 利 益 － － － 7,939 － 7,939 804 8,744
そ の 他 の 包 括 利 益 － － － － △2,060 △2,060 △147 △2,207

当 期 包 括 利 益 合 計 － － － 7,939 △2,060 5,879 657 6,536
剰 余 金 の 配 当 － － － △1,858 － △1,858 － △1,858
自 己 株 式 の 取 得 － － △0 － － △0 － △0

自 己 株 式 の 処 分 － △158 158 － － 0 － 0

自 己 株 式 の 消 却 － △1,752 1,752 － － － － －
そ の 他 の 資 本 の
構 成 要 素 か ら 利 益
剰 余 金 へ の 振 替

－ － － △0 0 － － －

そ の 他 － 142 － － － 142 － 142
所有者による拠出及び
所 有 者 へ の 分 配 合 計 － △1,768 1,910 △1,858 0 △1,717 － △1,717

支 配 継 続 子 会 社 に
対 す る 持 分 変 動 － 372 － － △10 361 243 604

非支配持分への配当 － － － － － － △0 △0

連 結 範 囲 の 変 動 － － － 0 33 34 29 63
子会社に対する所有
持 分 の 変 動 額 合 計 － 372 － 0 23 396 272 668

所有者との取引額合計 － △1,396 1,910 △1,858 23 △1,321 272 △1,049

2025年12月31日時点の残高 90 106,713 △210 46,889 8,345 161,828 20,314 182,143

連結持分変動計算書
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

⑴　連結計算書類の作成基準
　当社グループの連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、国際財務報
告基準（以下、「IFRS」という。）に準拠して作成しております。なお、連結計算書類は
同項後段の規定により、IFRSで求められる開示事項の一部を省略しております。

⑵　連結の範囲に関する事項
　連結子会社の数　　　　27社

主要な連結子会社名
株式会社日本保証
パルティール債権回収株式会社
Ｊトラストグローバル証券株式会社
Nexus Card株式会社
Ｊグランド株式会社
株式会社グローベルス
ＪＴ親愛貯蓄銀行株式会社
ＪＴ貯蓄銀行株式会社
PT Bank JTrust Indonesia Tbk.
PT JTRUST INVESTMENTS INDONESIA
J Trust Royal Bank Plc.
JTRUST ASIA PTE.LTD.

（連結範囲の主な異動）
　J Trust Credit NBFIの全株式を2025年４月28日に売却したため、連結の範囲から除

いております。

⑶　持分法の適用に関する事項
　持分法適用の関連会社数　　　19社

主要な関連会社名
株式会社KeyHolder

（持分法適用の関連会社の主な異動）
　当連結会計年度において、重要な持分法適用の関連会社の異動はありません。
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⑷　連結子会社の事業年度等に関する事項
　すべての連結子会社の決算日は、連結会計年度の末日と一致しております。

⑸　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法並びに減価償却の方法

⒜　非デリバティブ金融資産
　当社グループは、営業債権及びその他の債権、銀行業における貸出金を、これらの発
生日に当初認識しております。その他の全ての金融資産は、当社グループが当該金融商
品の契約の当事者となった取引日に当初認識しております。
　金融資産の分類及び測定モデルの概要は、以下のとおりであります。

償却原価で測定する金融資産
　金融資産は、以下の要件を満たす場合に償却原価で事後測定しております。

・契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を保有することを目的とする
事業モデルに基づいて、資産が保有されている。

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に係る利息の支払いのみであるキ
ャッシュ・フローが所定の日に生じる。

　償却原価で測定する金融資産は、公正価値に、取得に直接起因する取引費用を加算
した金額で当初認識しております。当初認識後、償却原価で測定する金融資産の帳簿
価額については実効金利法に基づき事後測定し、必要な場合には減損損失累計額を控
除しております。
その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産
　当社グループが保有する金融資産のうち、以下の要件が満たされる場合は、その他
の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融商品に分類しております。

・契約上のキャッシュ・フローの回収と売却の両方によって目的が達成される事業
モデルに基づいて、保有されている。

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に係る利息の支払いのみであるキ
ャッシュ・フローが所定の日に生じる。

　当初認識後は公正価値で測定し、事後的な変動はその他の包括利益に含めて認識し
ております。投資を処分したときに、その他の包括利益を通じて認識された利得又は
損失の累計額をその他の資本の構成要素から純損益に組替調整額として振り替えてお
ります。
　当社グループは当初認識時に、資本性金融商品に対する投資における公正価値の変
動をその他の包括利益で認識するという取消不能の選択を行う場合があります。
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　その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融商品は、公正価値に、取
得に直接起因する取引費用を加算した金額で当初認識しております。事後的な変動は
その他の包括利益に含めて認識しております。
　投資を処分したときに、その他の包括利益を通じて認識された利得又は損失の累計
額をその他の資本の構成要素から利益剰余金に振り替えております。
　なお、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産からの配当金につい
ては、営業収益又は金融収益として純損益で認識しております。
純損益を通じて公正価値で測定する金融資産
　上記の償却原価で測定する資産又はその他の包括利益を通じて公正価値で測定する
金融資産以外の金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類して
おります。当該資産には、売買目的で保有する金融資産が含まれております。
　資本性金融商品に対する投資は公正価値で測定し、その変動を純損益で認識してお
ります。ただし、当社グループが当初認識時に公正価値の変動をその他の包括利益に
計上するという取消不能の選択を行う場合は、この限りではありません。
　純損益を通じて公正価値で測定する金融資産は、当初認識時に公正価値で測定し、
その変動を純損益で認識しております。当初認識時の取引費用は、発生時に純損益で
認識しております。
金融資産の減損
　当社グループは、償却原価で測定する金融資産、その他の包括利益で測定する負債
性金融商品、金融保証契約及び貸出コミットメントの貸出未実行残高については、予
想信用損失に対して損失評価引当金を認識しております。
　予想信用損失は、契約に基づいて受け取るべきキャッシュ・フローと受け取ると見
込んでいるキャッシュ・フローとの差額の割引現在価値に基づいて測定しておりま
す。一部の債権については、期日経過の情報や債権が発生した取引の性質に基づいて
グループ化した上で、集合的に予想信用損失を測定しております。著しい景気変動等
の影響を受ける場合には、過去の貸倒実績率を補正し、現在及び将来の経済状況の予
測を反映させております。
　当社グループは、各報告日において、当該金融資産に係る信用リスクが当初認識以
降に著しく増大しているかどうかを評価しております。信用リスクの著しい増大の判
定及び信用減損金融資産の判定にあたっては、主に期日経過の情報や取引先の財務内
容の悪化を考慮しております。
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　当該金融資産に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大していない場合には、
当該金融商品に係る損失評価引当金を12ヶ月の予想信用損失に等しい金額で測定して
おります。一方で、当該金融資産に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大して
いる場合には、当該金融資産に係る損失評価引当金を全期間の予想信用損失に等しい
金額で測定しております。ただし、営業債権、契約資産、リース債権については、信
用リスクの当初認識時からの著しい増大の有無にかかわらず、損失評価引当金を全期
間の予想信用損失に等しい金額で測定しております。
　当社グループは、破産免責、債権放棄、長期延滞等により、金融資産の全部又は一
部を回収するという合理的な予想を有していない場合、金融資産の総額での帳簿価額
を直接償却しております。
　金融資産の予想信用損失は、減損損失として、純損益に認識しております。減損損
失認識後に減損損失を減額する事象が発生した場合は、減損損失の戻入として、純損
益に認識しております。購入又は組成した信用減損金融資産について、全期間の予想
信用損失が、当初認識時の見積将来キャッシュ・フローに含まれていた予想信用損失
の金額よりも少ない場合は変動分を減損利得として、純損益に認識しております。

⒝　デリバティブ
　当社グループは、金利変動リスク及び為替変動リスクをヘッジするため、デリバティ
ブ取引を利用しております。これらに用いられるデリバティブは、主に金利スワップ及
び為替予約であります。デリバティブの公正価値の変動は全て即時に純損益で認識して
おります。
　なお、上記デリバティブについて、ヘッジ会計の適用となるものはありません。主契
約である非デリバティブ金融商品に組み込まれているデリバティブ（組込デリバティ
ブ）は、主契約が金融負債の場合、組込デリバティブの経済的特徴とリスクが主契約と
密接に関連せず、組込デリバティブと同一条件の独立の金融商品がデリバティブの定義
に該当し、組込デリバティブを含む金融商品全体が公正価値で測定され、その変動が純
損益で認識されるものではない場合には、組込デリバティブを主契約から分離し、独立
したデリバティブとして会計処理しております。

⒞　棚卸資産
　棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い価額で測定しております。
正味実現可能価額は、通常の事業過程における見積売価から、完成までに要する見積原
価及び見積販売費用を控除した額であります。取得原価は、主として個別法に基づいて
算定しており、購入原価、加工費及び現在の場所及び状態に至るまでに要した全ての費
用を含んでおります。
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⒟　有形固定資産（使用権資産を除く）
　有形固定資産については、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除し
た価額で表示しております。
　取得原価には、資産の取得に直接関連する費用、解体・除去及び原状回復費用が含ま
れております。
　土地及び建設仮勘定以外の各資産の減価償却費は、それぞれの見積耐用年数にわた
り、主として定額法で計上されております。主要な資産項目ごとの見積耐用年数は以下
のとおりであります。

・建物及び構築物　　　　　　　３年～60年
　なお、見積耐用年数、残存価額及び減価償却方法は、各年度末に見直しを行い、変更
があった場合は、会計上の見積りの変更として将来に向かって適用しております。

⒠　のれん及び無形資産（使用権資産を除く）
（ア）のれん

　当社グループは、取得対価が識別可能な資産及び負債の公正価値を超過する場合
は、連結財政状態計算書においてのれんとして計上しております。のれんの償却は
行わず、毎期又は減損の兆候が存在する場合にはその都度、減損テストを実施して
おります。
　のれんの減損損失は連結損益計算書において認識され、その後の戻入は行ってお
りません。また、のれんは連結財政状態計算書において、取得原価から減損損失累
計額を控除した価額で表示しております。

（イ）無形資産
　個別に取得した無形資産は、当初認識時に取得原価で測定後、耐用年数を確定で
きない無形資産を除いて、それぞれの見積耐用年数にわたって定額法で償却され、
取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した価額で表示しております。
主要な無形資産の見積耐用年数は以下のとおりであります。

・顧客関連資産　５年～10年
・ソフトウエア　主として５年

　なお、見積耐用年数、残存価額及び償却方法は、各年度末に見直しを行い、変更
があった場合は、会計上の見積りの変更として将来に向かって適用しております。
　商標権のうち事業期間が確定していないものは、事業が継続する限り基本的に存
続するため、将来の経済的便益が期待される期間について予見可能な限度がないと
判断し、耐用年数を確定できない無形資産に分類しております。
　耐用年数を確定できない無形資産については、償却は行わず、毎期又は減損の兆
候が存在する場合にはその都度、減損テストを実施しております。
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⒡　投資不動産
　投資不動産は、賃料収入又はキャピタル・ゲイン、若しくはその両方を得ることを
目的として保有する不動産であります。通常の営業過程で販売するものや、その他の
管理目的で使用する不動産は含まれておりません。
　投資不動産は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した価額で
表示しております。
　土地以外の各資産の減価償却費については、見積耐用年数にわたり、主として定額
法により算定を行っており、見積耐用年数、残存価額及び減価償却方法は、各年度末に
見直しを行い、変更があった場合は、会計上の見積りの変更として将来に向かって適用
しております。

⒢　リース
（ア）借手側

　当社グループは、一定の有形固定資産及び無形資産のリースを受けております。
リース開始時に、当該契約にリースが含まれているか否かを判断しております。リ
ース取引におけるリース負債は、リース開始日におけるリース料総額の未決済分を
借手の追加借入利子率で割り引いた現在価値で測定しております。使用権資産につ
いては、リース負債の当初測定額から当初直接コスト、リース・インセンティブ、
前払リース料、未払リース料などを調整した額で当初測定しております。
　使用権資産は、リース期間にわたり定額法により減価償却を行っております。な
お、リース負債の測定に際しては、リース要素とこれに関連する非リース要素は分
離せず、単一のリース要素として認識することを選択しております。リース料の支
払いは、リース負債に係る金利を控除した金額をリース負債の減少として処理して
おります。
　ただし、リース期間が12ヶ月以内の短期リース及び原資産が少額のリースについ
ては、使用権資産及びリース負債を認識せず、リース料総額をリース期間にわたり
定額法又は他の規則的な基礎により費用認識しております。
　連結財政状態計算書においては、使用権資産を「有形固定資産」及び「無形資
産」に、リース負債を「その他の金融負債」に、それぞれ含めて表示しておりま
す。

（イ）貸手側
　ファイナンス・リース取引においては、リース開始日に、正味リース投資未回収
額を債権として計上しております。
　オペレーティング・リース取引においては、対象となる資産を連結財政状態計算
書に計上しており、受取リース料は連結損益計算書においてリース期間にわたって
定額法により収益として認識しております。
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⒣　非金融資産の減損
　棚卸資産及び繰延税金資産を除く当社グループの非金融資産の帳簿価額は、四半期ご
とに減損の兆候の有無を判断しております。減損の兆候が存在する場合は、当該資産の
回収可能価額を見積っております。のれん及び耐用年数を確定できない、又は未だ使用
可能ではない無形資産については、減損の兆候の有無にかかわらず回収可能価額を毎年
同じ時期に見積っております。
　資産又は資金生成単位の回収可能価額は、使用価値と処分コスト控除後の公正価値の
うちいずれか大きい方の金額としております。使用価値の算定において、見積将来キャ
ッシュ・フローは、貨幣の時間的価値及び当該資産に固有のリスクを反映した税引前割
引率を用いて現在価値に割り引いております。減損テストにおいて個別にテストされな
い資産は、継続的な使用により他の資産又は資産グループのキャッシュイン・フローか
ら、概ね独立したキャッシュイン・フローを生成する最小の資金生成単位に統合してお
ります。のれんの減損テストを行う際には、のれんが配分される資金生成単位を、のれ
んが内部報告目的で管理され、かつ、事業セグメントよりも大きくない単位としており
ます。企業結合により取得したのれんは、企業結合のシナジーが得られると期待される
資金生成単位に配分しております。
　当社グループの全社資産は、独立したキャッシュイン・フローを生成いたしません。
全社資産に減損の兆候がある場合、全社資産が帰属する資金生成単位の回収可能価額を
決定しております。
　減損損失は、資産又は資金生成単位の帳簿価額が見積回収可能価額を超過する場合に
純損益として認識しております。資金生成単位に関連して認識した減損損失は、まずそ
の単位に配分されたのれんの帳簿価額を減額するように配分し、次に資金生成単位内の
その他の資産の帳簿価額を比例的に減額しております。
　のれんに関連する減損損失は戻し入れておりません。その他の資産については、過去
に認識した減損損失は、四半期ごとに損失の減少又は消滅を示す兆候の有無を評価して
おります。減損損失の戻入の兆候があり、当該資産又は資金生成単位の回収可能価額が
帳簿価額を上回る場合は、減損損失を戻し入れております。減損損失は、減損損失を認
識しなかった場合の帳簿価額から必要な減価償却費及び償却額を控除した後の帳簿価額
を上限として戻し入れております。
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②　引当金の計上基準
　引当金は、過去の事象の結果として、当社グループが、現在の法的又は推定的債務を有
しており、当該債務を決済するために経済的資源の流出が生じる可能性が高く、当該債務
の金額について信頼性のある見積りができる場合に認識しております。貨幣の時間的価値
が重要な場合には、見積将来キャッシュ・フローを貨幣の時間的価値及び当該負債に特有
のリスクを反映した税引前の利率を用いて現在価値に割り引いております。

③　重要な収益及び費用の計上基準
　当社グループでは、IFRS第９号「金融商品」に基づく利息及び配当収益等を除き、以
下の５ステップアプローチに基づき、顧客への財やサービスの移転との交換により、その
権利を得ると見込む対価を反映した金額で収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時点で（又は充足するにつれて）収益を認識する。

　「顧客との契約から生じる収益」の主要な区分ごとの収益認識基準は以下のとおりであ
ります。
⒜　手数料収益

　主な収益は為替手数料等の金融業務に係る手数料収益であります。
　為替手数料等については、取引が行われた時点で履行義務が充足されるため、同時点
において手数料収益を認識しております。

⒝　販売収益
　土地、建物等の不動産や物品の販売については、顧客へ不動産等を引き渡した時点
で、不動産等の支配が顧客に移転し、履行義務が充足されることから当該時点で収益を
認識しております。不動産等の販売からの収益は、受領する対価の公正価値から、値
引、割戻及び収益関連の税金を控除した金額で測定しております。不動産等の販売契約
における対価は、主として顧客への不動産等の引き渡しと同時に受領しております。な
お、重大な金融要素は含んでおりません。
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④　外貨換算
⒜　外貨建取引

　外貨建取引は、取引日の為替レートで当社グループ各社の機能通貨に換算しておりま
す。
　期末日における外貨建貨幣性資産及び負債は、期末日の為替レートで機能通貨に換算
しております。公正価値で測定される外貨建非貨幣性資産及び負債は、当該公正価値の
算定日における為替レートで機能通貨に換算しております。
　換算又は決済により生じる換算差額は、純損益として認識しております。ただし、公
正価値で測定し、その変動をその他の包括利益として認識する金融資産の再換算により
発生した換算差額については、その他の包括利益として認識しております。

⒝　在外営業活動体の財務諸表
　在外営業活動体の資産及び負債については期末日の為替レート、収益及び費用につい
ては著しい変動のない限り平均為替レートを用いて日本円に換算しております。在外営
業活動体の財務諸表の換算から生じる換算差額は、その他の包括利益として認識してお
ります。在外営業活動体の換算差額は、在外営業活動体が処分された期間に純損益とし
て認識されます。

⑤　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
⒜　企業結合

　企業結合は取得法を用いて会計処理しております。取得対価は、被取得企業の支配と
交換に譲渡した資産、引き受けた負債及び当社グループが発行する持分金融商品の取得
日の公正価値の合計として測定されます。取得日とは支配が取得企業に移転した日をい
います。取得対価が識別可能な資産及び負債の公正価値を超過する場合は、連結財政状
態計算書においてのれんとして計上しております。反対に下回る場合には、直ちに連結
損益計算書において純損益として計上しております。
　当社グループは、非支配持分を公正価値で測定するか、又は被取得企業の識別可能な
純資産の認識金額の比例持分で測定するかについては、取得日に個々の企業結合ごとに
選択しております。
　仲介手数料、弁護士費用、デュー・デリジェンス費用等の企業結合に関連して発生す
る取引費用は、発生時に費用処理しております。
　企業結合の当初の会計処理が、企業結合が発生した連結会計年度末までに完了してい
ない場合には、完了していない項目を暫定的な金額で報告しております。取得日時点に
存在していた事実と状況を取得日当初に把握していたとしたら、認識される金額の測定
に影響を与えていたと判断される期間（以下、「測定期間」という。）に入手した場
合、その情報を反映して、取得日に認識した暫定的な金額を遡及的に修正しておりま
す。この新たに得た情報が、資産と負債の新たな認識をもたらす場合には、追加の資産
と負債を認識しております。測定期間は最長で１年間であります。
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　被取得企業における識別可能な資産及び負債は、以下を除いて、取得日の公正価値で
測定しております。

・繰延税金資産・負債及び従業員給付契約に関連する資産・負債は、それぞれ国際会
計基準（以下、「IAS」という。）第12号「法人所得税」及びIAS第19号「従業員
給付」に従って測定しております。

・売却目的として分類される非流動資産又は処分グループは、IFRS第５号「売却目
的で保有する非流動資産及び非継続事業」に従って測定しております。

・被取得企業の株式報酬制度又は被取得企業の株式報酬制度の当社グループの制度へ
の置換えのために発行された負債若しくは持分金融商品は、取得日にIFRS第２号
「株式に基づく報酬」に従って測定しております。

⒝　退職後給付
（ア）確定給付制度

　確定給付制度は、確定拠出制度以外の退職給付制度であります。確定給付制度債
務は、予測単位積増方式を用いて算定し、その現在価値は、給付が見込まれる期間
に近似した優良社債の市場利回りに基づく割引率を用いて算定しております。制度
資産の公正価値は確定給付制度債務の現在価値から差し引いております。
　過去勤務費用は、即時に純損益で認識しております。
　確定給付制度から生じる全ての確定給付債務（資産）の純額の再測定による債務
（資産）の増減を即時にその他の包括利益で認識しております。

（イ）確定拠出制度
　確定拠出制度は、雇用主が一定額の掛金を公的又は私的管理の年金保険制度に拠
出し、その拠出額以上の支払いについて法的又は推定的債務を負わない退職給付制
度であります。確定拠出制度の拠出債務は、従業員が関連するサービスを提供した
期間に費用として認識しております。

⒞　金融保証契約
　金融保証契約とは、負債性金融商品の当初又は変更後の条件に従った期日が到来して
も、特定の債務者が支払いを行わないために保証契約保有者に発生する損失を契約発行
者がその保有者に対し補填することを要求する契約であります。
　これら金融保証契約は当初契約時点において、公正価値により測定しております。当
初認識後は、IFRS第９号「金融商品」の減損規定に従って算定した損失評価引当金の
金額と、当初認識額からIFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」の原則に従って
認識した収益の累計額を控除した金額のうち、いずれか高い方で測定しております。

⒟　法人所得税
　当社及び一部の連結子会社は、グループ通算制度を適用しております。
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IFRS 新設・改訂の概要

IAS第21号 外国為替レート変
動の影響

通貨が他の通貨と交換可能でない場合の要求事項
を明確化

⑥　会計方針の変更
　当社グループは、当連結会計年度より、以下の基準を適用しております。

　上記基準書の適用による連結計算書類に与える重要な影響はありません。

２．会計上の見積りに関する注記
　国際財務報告基準（IFRS）に準拠した連結計算書類の作成において、経営者は、会計方針
の適用並びに資産、負債、収益及び費用の金額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定を行うこ
とが要求されております。しかし、実際の業績は、これらの見積りとは異なる場合がありま
す。
　見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの見直しによる影
響は、見積りを見直した会計期間及びそれ以降の将来の会計期間において認識されます。
　経営者が行った連結計算書類に影響を与えるリスクのある項目のうち重要なものは以下のと
おりです。
⑴　のれんの評価

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
のれん　33,977百万円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　連結注記表「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項　⑸　会計方針に関
する事項　①　重要な資産の評価基準及び評価方法並びに減価償却の方法　⒣　非金融資
産の減損」及び「６．非金融資産の減損に関する注記」に記載の方法に従って、減損テス
トを実施しております。
　当連結会計年度末に計上されているのれんのうち、33,709百万円は、PT Bank JTrust 
Indonesia Tbk.及びPT JTRUST INVESTMENTS INDONESIAの資金生成単位グルー
プに係るのれんであります。
　将来の不確実な経済状況の変動等によって、事業が当初見込んだ計画どおりに進捗しな
い場合には、翌連結会計年度以降において追加で減損損失が発生する可能性があります。
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営業債権及びその他の債権 12,104百万円
証券業に関連する資産 8,192百万円
その他の金融資産 24,483百万円
棚卸資産 14,309百万円
持分法で会計処理している投資 6,956百万円
有形固定資産 126百万円

計 66,172百万円

証券業に関連する負債 20,197百万円
社債及び借入金 33,324百万円
その他の金融負債 1百万円

計 53,522百万円

⑵　銀行業における貸出金に係る損失評価引当金
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

銀行業における貸出金　779,768百万円
　なお、この金額は損失評価引当金△30,184百万円を相殺後の金額であります。

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　連結注記表「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項　⑸　会計方針に関
する事項　①　重要な資産の評価基準及び評価方法並びに減価償却の方法　⒜　非デリバ
ティブ金融資産　純損益を通じて公正価値で測定する金融資産及び金融資産の減損」に記
載の方法に従って、損失評価引当金を計上しております。将来の不確実な経済状況の変動
等によって、信用リスクが当初の見積り以上に増大した場合には、翌連結会計年度以降に
おいて想定以上の損失評価引当金の計上を余儀なくされる可能性があります。

３．連結財政状態計算書に関する注記
　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
⑴　担保資産

担保に差入れた資産

上記に対応する債務

　その他の金融資産のうち10,200百万円は、拘束性預金として担保に提供した預金
となっております。また、上記以外に連結子会社各国の規制に基づき、支払準備資産
等として、預金を35,858百万円、中央銀行等に預けております。これらの預金は、
連結財政状態計算書のその他の金融資産に含めております。
　当社グループが担保に差入れた資産のうち、譲受人が担保を売却又は再担保差入れ
する権利を有するものはありません。
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営業債権及びその他の債権 △32,864百万円
銀行業における貸出金 △30,184百万円
その他の金融資産 △29,333百万円

合計 △92,382百万円

⑶　有形固定資産の減価償却累計額 13,053百万円

保証残高 281,964百万円

決　議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配 当 額

（円）
基 準 日 効 力発 生 日

2025年２月13日
取締役会（注） 普通株式 1,863 14 2024年12月31日 2025年３月26日

⑵　資産から直接控除した損失評価引当金

⑷　金融保証契約
信用保証業務に基づく金融保証契約
　信用保証業務として、主に事業者及び消費者の金融機関からの借入債務に対する保証を
行っております。
　これら契約に基づく当連結会計年度末の保証残高は以下のとおりであります。

（注）なお、上記には、連結財政状態計算書に計上している金融保証契約が、当連結会
計年度末日において、14,257百万円含まれております。

４．連結持分変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式　　133,515,915株

⑵　配当に関する事項
①　配当金支払額

（注）配当金の総額には、連結子会社が保有する当社普通株式に対する配当金を含めております。
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決　議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配 当 額

（円）
基 準 日 効 力発 生 日

2026年２月13日
取締役会（注） 普通株式 2,269 17 2025年12月31日 2026年３月26日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな
るもの

（注）配当金の総額には、連結子会社が保有する当社普通株式に対する配当金を含めております。

５．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する管理方針
　当社グループは、日本金融事業、韓国金融事業、東南アジア金融事業、不動産事業及び
投資事業等を行っております。これらの事業活動を行う過程において、信用リスク、市場
リスク、流動性リスク等の財務上のリスクに晒されており、当該財務上のリスクの防止及
び低減のために、一定の方針に従いリスク管理を行っております。
　当社グループ（銀行業を営む子会社を除く）においては、資金運用については短期的な
預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入及び社債により資金を調達しております。
　銀行業を営む韓国、インドネシア及びカンボジアの子会社においては、預金業務、為替
業務及び個人向け、事業者向け貸出業務を主たる業務としており、個人や法人に、普通預
金や定期預金等を提供することにより資金調達を行い、韓国、インドネシア及びカンボジ
アの中小企業、個人事業主及び個人に対して融資を提供しているほか、資金運用目的で主
に公社債への投資を行っております。また、資産及び負債の総合的管理を担う委員会主導
の下、関連する規制に従った金融資産及び負債の管理方針の策定、市場金利、為替動向の
継続的なモニタリング、金利リスクの影響を受ける金融資産及び負債の評価方針の策定、
貸出金利、調達金利等の算定方法の妥当性評価及び為替取引に係る制限事項の取り決め
等、リスクを予測し対応する体制を構築しております。モニタリング結果についてはリス
ク管理委員会に報告しております。また、資金繰りギャップの管理、資金調達の構成内
容、資金流動性が高い商品の管理等を行い流動性リスクを管理しております。
　これらの金融資産については、相手先の業種や地域が広範囲にわたっており、特段の信
用リスクの集中はありません。
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②　金融商品の内容及びそのリスク
⒜　信用リスク

　信用リスクは、保有する金融資産の相手先が契約上の債務に関して債務不履行にな
り、当社グループに財務上の損失が発生するリスクであります。
　当社グループが保有する金融資産は、主として営業債権、銀行業を営む子会社が保有
する銀行業関連資産であります。
　営業債権には、消費者・事業者向け貸付業務を営む子会社が保有する営業貸付金、債
権買取業務を営む子会社が保有する買取債権、クレジット・信販業務を営む子会社が保
有する割賦立替金等が含まれており、「営業債権及びその他の債権」として表示してお
ります。これらは、それぞれ債務者の信用リスクに晒されております。
　銀行業関連資産には、「銀行業における有価証券」、「銀行業における貸出金」等が
含まれております。「銀行業における有価証券」には、主に公社債が含まれており、発
行体の財政状態による信用リスクに晒されております。「銀行業における貸出金」に
は、中小企業、個人事業主及び個人に対する無担保融資が含まれており、これらは中小
企業、個人事業主及び個人顧客の信用リスクに晒されております。

⒝　流動性リスク
　当社グループが保有する金融負債のうち流動性リスクに晒されている金融負債は、主
として借入金、銀行業関連負債であります。借入金は取引金融機関に対する当社グルー
プの信用力やマーケット環境の変化による資金調達条件悪化等のリスクに晒されており
ます。

⒞　市場リスク
　当社グループの活動は、主に経済環境・金融市場環境が変動するリスクに晒されてお
ります。金融市場環境が変動するリスクとして、具体的には金利変動リスク、価格変動
リスク及び為替変動リスクがあります。
　当社グループが保有する金融資産のうち市場リスクに晒されているのは、主として銀
行業における有価証券、営業投資有価証券及び有価証券であります。銀行業における有
価証券には、主に国債等が含まれており、金利変動リスクに晒されておりますが、上場
株式がないため、価格変動リスクの影響は軽微であります。営業投資有価証券及び有価
証券には、株式が含まれており、価格変動リスクに晒されております。
　当社グループが保有する金融負債のうち市場リスクに晒されているのは、主として借
入金、銀行業関連負債であり、主に金利変動リスクに晒されております。銀行業関連負
債には、個人・法人顧客向けの普通預金や定期預金のほか、外貨普通預金や外貨定期預
金、デリバティブ取引のうち通貨スワップ取引があり、為替変動リスクに晒されており
ます。
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③　金融商品に係るリスク管理体制
⒜　信用リスク

　当社グループでは、各社にて制定したリスク管理に関する諸規程において、具体的な
各種リスクの管理方法や管理体制等を定めております。
　当社グループは、債権管理規程及び信用リスクに関する管理諸規程に従い、個別案件
ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、内部格付、担保の設定、問題債権への対
応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。また、これらの与信管理は各
営業部門で行われるほか、審査部門及び債権管理部門で行われ、定期的に経営陣による
取締役会や報告審査会を開催し、審議・報告を行っております。さらに、与信管理の状
況については、不定期に監査部門が検証を実施しております。また、発行体の信用リス
クに関しては、審査部門において信用情報の把握を定期的に行うことで管理しておりま
す。

⒝　流動性リスク
　資金調達等に係る流動性リスクは、各社の制定する規程に従い適正な手元流動性を維
持するべく資金繰計画を作成する等の方法により管理しております。有価証券等の流動
性リスクについては、政策上必要最小限の取得とし、発行体の財務状況を把握し管理し
ております。

⒞　市場リスク
　市場リスクに係る金融商品のうち、有価証券については、定期的に公正価値や発行体
の財務状況等を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況等を継続的に見直して
おります。
　銀行業を営む子会社が保有する金融資産については、資産及び負債の総合的管理を担
う委員会主導の下、関連する規制に従った金融資産及び負債の管理、市場金利、為替動
向の継続的なモニタリングを実施し、モニタリング結果についてはリスク管理委員会に
報告しております。
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⑵　金融商品の公正価値に関する事項
①　金融商品の公正価値及び帳簿価額

　下記の表は、当社グループの保有する金融商品の帳簿価額と公正価値の比較及び公正価
値のレベル１からレベル３までの公正価値ヒエラルキーに基づく分類を示しております。
　なお、証券業に関連する償却原価で測定される金融資産及び金融負債は、主に短期間で
決済されるものであり、公正価値は概ね帳簿価額と近似していることから、含めておりま
せん。

＜各ヒエラルキーの定義＞
レベル１：同一の資産又は負債について活発な市場における（未調整の）公表価格
レベル２：当該資産又は負債について直接に又は間接に観察可能な、レベル１に含まれ

る公表価格以外のインプットを使用して算定された公正価値
レベル３：観察不能なインプットを含む評価技法によって算定された公正価値

　当社グループでは、金融商品のレベル間の振替は、各報告期間末日に発生したものと認
識しております。
　なお、当連結会計年度において、レベル１とレベル２の間の振替はありません。
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（単位：百万円）

帳簿価額
公正価値

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
（経常的に公正価値で測定される金融資産）

銀行業における有価証券
債券 48,186 34,426 2,902 10,858 48,186
株式 557 － － 557 557
その他 32,249 550 3,350 28,347 32,249
小計 80,993 34,976 6,252 39,764 80,993

証券業に関連する資産 412 9 402 － 412
有価証券

債券 － － － － －
株式 1,139 103 － 1,036 1,139
その他 2,153 99 － 2,054 2,153
小計 3,293 202 － 3,090 3,293

その他の金融資産 2,223 － 284 1,938 2,223
合計 86,922 35,189 6,940 44,793 86,922

（経常的に公正価値で測定される金融負債）
証券業に関連する負債 54 54 － － 54
その他の金融負債 31 － 29 1 31

合計 86 54 29 1 86

（償却原価で測定される金融資産）
営業債権及びその他の債権 61,962 163 65 60,496 60,725
銀行業における有価証券

債券 19,607 19,607 － － 19,607
その他 － － － － －
小計 19,607 19,607 － － 19,607

銀行業における貸出金 779,768 － － 733,416 733,416
合計 861,338 19,771 65 793,912 813,750

（償却原価で測定される金融負債）
銀行業における預金 981,883 － 988,925 － 988,925
社債及び借入金 81,173 － 81,189 － 81,189

合計 1,063,057 － 1,070,114 － 1,070,114

（非経常的に公正価値で測定される金融負債）
金融保証契約 14,257 － － 14,131 14,131
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②　公正価値の算定手法
金融資産
・営業債権及びその他の債権

　営業債権及びその他の債権については、主として、将来キャッシュ・フローを国債
の利回り等適切な指標に必要に応じて信用スプレッドを加算した利率等で割り引いた
現在価値により算定しております。

・銀行業における有価証券、営業投資有価証券、有価証券
　公表価格のある株式は取引所の価格、非上場株式は配当割引モデル（Dividend 
Discount Model）に基づく評価技法、純資産価額アプローチ（NAV）に基づく評
価技法で測定しております。債券は取引所の価格、金融機関から提示された価格及び
評価機関から提示された評価技法を使用して算定された価額によっております。その
他については金融機関から提示された価格及び評価機関から提示された評価技法を使
用して算定された価額によっております。

・銀行業における貸出金
　見積将来キャッシュ・フローに基づき、残存期間に対応する国債の利回り等に信用
スプレッドを加算した利率等で割り引いた現在価値により算定しております。

・その他の金融資産
　その他の金融資産のうち、デリバティブについては、期末日現在の取引所の最終価
格、評価機関から提示された評価技法を使用して算定された価額等により算定してお
ります。

　上記以外については、公正価値は概ね帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額を公正価値としております。

金融負債
・金融保証契約

　金融保証契約については、当初認識額から国際財務報告基準（以下、「IFRS」と
いう。）第15号「顧客との契約から生じる収益」の原則に従って認識した収益の累計
額を控除した金額から、IFRS第９号「金融商品」における損失評価引当金の金額を
控除して算定しております。

・銀行業における預金
　銀行業における預金のうち、要求払預金については、報告期間の末日に要求された
場合の支払額（帳簿価額）を公正価値とみなしております。また、定期預金等の公正
価値は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いた現在価
値により算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利
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率を用いております。なお、残存期間が１年以内のものは、公正価値は帳簿価額と近
似していることから、当該帳簿価額を公正価値としております。

・社債及び借入金
　１年以内で決済されるものについては、公正価値は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額を公正価値としております。満期までの期間が長期のもののうち、
変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社及び子会社の信用状
態は借入時点以降大きく異なっていないことから、公正価値は帳簿価額と近似してい
ると考えられるため、当該帳簿価額を公正価値としております。満期までの期間が長
期のもののうち、固定金利によるものは、残存期間における元利金の合計額を新規に
同様の調達を行った場合に想定される利率等適切な指標に基づく利率で割り引いた現
在価値により算定しております。

・その他の金融負債
　その他の金融負債のうち、デリバティブについては、期末日現在の取引所の最終価
格、評価機関から提示された評価技法を使用して算定された価額等により算定してお
ります。

③　評価プロセス
　投資信託、新株予約権付社債、非上場株式等の公正価値の評価方針及び手続の決定は、
各社担当部門により行われており、評価モデルを含む公正価値測定については、個々の株
式発行企業の事業内容、事業計画の入手可否及び類似上場企業等を定期的に確認し、その
妥当性を検証しております。

－ 32 －



（単位：百万円）

銀行業における有価証券 有価証券
その他の
金融資産 合計 その他の

金融負債
債券 株式 その他 株式 その他

期首残高 6,633 1,013 19,104 257 2,151 1,859 31,020 －

純損益（注）１ △154 △139 113 － 8 167 △4 △10

うち、期末に保
有している
レベル３金融商
品から発生した
純損益

△84 3 205 － 0 － 124 －

その他の包括利
益（注）２ － － △127 △3 △59 － △191 －

購入 4,866 210 13,753 782 18 3 19,635 12

売却・決済 △748 △527 △5,141 － △64 △92 △6,573 －

在外営業活動体
の換算差額 261 △0 645 － － － 906 0

期末残高 10,858 557 28,347 1,036 2,054 1,938 44,793 1

④　レベル３に分類した金融商品の期首残高から期末残高への調整表
　公正価値ヒエラルキーのレベル３に区分される経常的に公正価値により測定された金融
商品について期首残高から期末残高への調整は以下のとおりであります。

（注）１．純損益に含まれている利得又は損失は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産
又は金融負債に関するものであります。これらの損益は「営業収益」、「営業費用」、
及び「金融収益」に含まれております。

　　　２．その他の包括利益に含まれている利得又は損失は、その他の包括利益を通じて公正価
値で測定する金融資産又は金融負債に関するものであります。

　　　３．当連結会計年度において、レベル１、２とレベル３の間の移動はありません。
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評価技法
観察可能でない

インプット
範囲

株式
配当割引モデル（Dividend 
Discount Model）

割引率 割引率：10.35％～10.92%

債券

ブラック・ダーマン・トイモ
デル
（Black Derman Toy 
Model)

割引率 割引率：5.66%~13.20％

ＤＣＦ法 割引率 割引率：3.97％～6.96％

最小二乗モンテカルロ法 割引率 割引率：12.12％～20.23％

その他

ハル・ホワイト・モデル 割引率 割引率：0.52％～7.24％

ＤＣＦ法 割引率 割引率：7.34％～10.78％

純 資 産 価 額 ア プ ロ ー チ
（NAV）

－（注） －（注）

⑤　レベル３に分類した金融商品に関する定量的情報
　当連結会計年度において重要な観察可能でないインプットを使用した経常的に公正価値
で測定されるレベル３に分類される資産又は負債の評価技法及びインプットに関する情報
は以下のとおりであります。

（注）その他の一部については、時価純資産価額を公正価値としております。
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⑥　重要な観察可能でないインプットの変動に係る感応度分析
　レベル３に区分される公正価値測定については、その公正価値が市場において観察不能
な価格やレート等のインプットに基づいた評価技法によって測定されます。
　感応度分析の実施時に使用したインプットは金融商品の種類ごと及びその時点の市場環
境等により判断され、株式については割引率、債券については割引率、その他については
割引率及び時価純資産価額を使用しております。
　なお、公正価値はＤＣＦ法においての割引率の上昇（低下）により減少（増加）し、配
当割引モデルにおいての割引率の上昇（低下）により減少（増加）し、純資産価額アプロ
ーチにおいての時価純資産価額の上昇（低下）により増加（減少）し、ハル・ホワイト・
モデルにおいての割引率の上昇（低下）により減少（増加）し、ブラック・ダーマン・ト
イモデルにおいての割引率の上昇（低下）により減少（増加）し、最小二乗モンテカルロ
法においての割引率の上昇（低下）により減少（増加）します。
　レベル３に区分される公正価値測定において、観察不能なインプットを合理的に考え得
る代替的な仮定に変更した場合に見込まれる公正価値の増減は重要ではありません。

６．非金融資産の減損に関する注記
　当社グループは、のれんについて、毎期又は減損の兆候が存在する場合には都度、減損テス
トを実施しております。減損テスト時に見積る資産又は資金生成単位の回収可能価額は、使用
価値と処分コスト控除後の公正価値のうち、いずれか高い金額としております。なお、この公
正価値は、用いられる評価技法へのインプットに基づき、レベル３に区分されます。
　各資金生成単位の状況は以下のとおりであります。
⑴　株式会社日本保証におけるのれん減損テスト

　のれんを有する株式会社日本保証におけるのれんの減損テストは、同社単独を資金生成単
位としており、回収可能価額は使用価値に基づき算定しております。使用価値は、同社の経
営者が承認した事業計画に基づき、５年間の将来キャッシュ・フローの見積額を現在価値に
割り引いて算定しております。成長率は、資金生成単位が活動する産業又は属する国の長期
平均成長率を勘案しております。割引率は4.28％としており、当該資金生成単位の固有のリ
スクを反映して決定しております。なお、のれんの減損テストに用いた主要な仮定が合理的
に予測可能な範囲で変化したとしても、回収可能価額が帳簿価額を下回る可能性は低いと判
断しております。
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⑵　PT Bank JTrust Indonesia Tbk.及びPT JTRUST INVESTMENTS INDONESIAにお
けるのれん減損テスト

　PT Bank JTrust Indonesia Tbk.及びPT JTRUST INVESTMENTS INDONESIAにお
けるのれんの減損テストは、事業の相乗効果を勘案し、２社を１つの資金生成単位としてお
り、回収可能価額は処分コスト控除後の公正価値に基づき算定しております。
　公正価値は、両社の経営者が承認した５年間の事業計画に基づく将来キャッシュ・フロー
の見積額に加え、事業計画経過後の成長率を用いたキャッシュ・フローの見積額を当該資金
生成単位の加重平均コスト13.0％～14.0％で現在価値に割り引いて算定しております。キャ
ッシュ・フローの見積りに用いた成長率は、資金生成単位が活動する産業又は属する国の長
期平均成長率を勘案して5.1％～9.3％としております。
　資金生成単位の回収可能価額の算定に用いた重要な仮定は、事業計画における貸出金残高
の予測及び預金残高の予測、並びに割引率及び事業計画期間経過後の成長率であります。
　なお、当連結会計年度において回収可能価額は帳簿価額を733百万円上回っております
が、仮に割引率が1.0％上昇した場合、減損損失が発生する可能性があります。

⑶　Ｊグランド株式会社におけるのれん減損テスト
　のれんを有するＪグランド株式会社におけるのれんの減損テストは、同社単独を資金生成
単位としており、回収可能価額は使用価値に基づき算定しております。使用価値は、同社の
経営者が承認した事業計画に基づき、５年間の将来キャッシュ・フローの見積額を現在価値
に割り引いて算定しております。成長率は、資金生成単位が活動する産業又は属する国の長
期平均成長率を勘案しております。割引率は9.76％としており、当該資金生成単位の固有の
リスクを反映して決定しております。なお、のれんの減損テストに用いた主要な仮定が合理
的に予測可能な範囲で変化したとしても、回収可能価額が帳簿価額を下回る可能性は低いと
判断しております。
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（単位：百万円）
帳 簿 価 額 公 正 価 値

3,623 3,865

⑷　のれん減損損失
　当連結会計年度において、該当事項はありません。

７．投資不動産に関する注記
⑴　投資不動産の状況に関する事項

　投資不動産は、賃料収入又はキャピタル・ゲイン、若しくはその両方を得ることを目的と
して保有する不動産であります。通常の営業過程で販売するものや、その他の管理目的で使
用する不動産は含まれておりません。

⑵　投資不動産の公正価値に関する事項

　帳簿価額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した価額で表示し
ております。
　公正価値は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価等に基づいており、当該不動産
の所在する国の不動産鑑定評価基準に従い、取引事例比較法及び収益還元法（ディスカウ
ンテッド・キャッシュ・フロー法等）を用いて算定しております。
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（単位：百万円）
収益 284
費用（注） 1,958
非継続事業からの税引前損失（△） △1,673
法人所得税費用 0
非継続事業からの当期損失（△） △1,673

⑴　１株当たり親会社所有者帰属持分 1,215円44銭

継続事業 72円27銭
非継続事業 △12円58銭
合計 59円69銭

８．非継続事業に関する注記
⑴　非継続事業の概要

当連結会計年度において、以下の子会社の事業の損益を、非継続事業に分類しておりま
す。

非継続事業の概要は次のとおりであります。
　　　・Prospect Asset Management, Inc. が解散しております。
　　　・J Trust Credit NBFIの全株式を譲渡し、同社を連結の範囲から除いております。
　　　・TA資産管理貸付株式会社の事業の中止を決定しております。

⑵　非継続事業の業績
非継続事業の業績は以下のとおりであります。

　（注）当連結会計年度において、J Trust Credit NBFIの全株式を譲渡したことによる
支配の喪失による損失が485百万円含まれております。

９．１株当たり情報に関する注記

⑵　基本的１株当たり当期利益又は損失（△）
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(2025年 1 月 1 日から
2025年12月31日まで )

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 その他資本

剰 余 金
資本剰余金
合 計

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 90 3,915 103,301 107,216 15,931 15,931 △1,916 121,321

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △1,863 △1,863 △1,863

当 期 純 損 失 △759 △759 △759

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

自 己 株 式 の 処 分 △158 △158 158 0

自 己 株 式 の 消 却 △1,752 △1,752 1,752 －

そ の 他 142 142 142
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)
事業年度中の変動額合計 － － △1,768 △1,768 △2,623 △2,623 1,910 △2,482

当 期 末 残 高 90 3,915 101,532 105,448 13,307 13,307 △6 118,838

評価・換算差額等
純 資 産
合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 353 353 121,674

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △1,863

当 期 純 損 失 △759

自 己 株 式 の 取 得 △0

自 己 株 式 の 処 分 0

自 己 株 式 の 消 却 －

そ の 他 142
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額) 9 9 9

事業年度中の変動額合計 9 9 △2,472

当 期 末 残 高 363 363 119,201

株主資本等変動計算書
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・子会社株式及び関連会社株式 　　　　移動平均法による原価法

個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
有価証券の評価基準及び評価方法

・その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により
　　　　　　　　　　　　　　　　　 処理し、売却原価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等 　　　　　　 移動平均法による原価法

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産 定率法によっております。

ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び
構築物については、定額法によっております。

②　無形固定資産 定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づいております。

③　長期前払費用 定額法によっております。
⑶　引当金の計上基準

①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については
貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

②　債務保証損失引当金 債務保証等に係る損失に備えるため、損失負担見込額を計上
しております。

③　関係会社事業損失引当金 関係会社の事業に係る損失等に備えるため、関係会社の財政
状態等を個別に勘案し、損失見込額を計上しております。
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関係会社株式 124,330百万円

預金 3,359百万円
関係会社株式 3,428百万円

計 6,787百万円

短期借入金 1,240百万円
一年以内返済予定長期借入金 4,300百万円
長期借入金 6,909百万円

計 12,449百万円

２．会計上の見積りに関する注記
　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業
年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

関係会社株式の評価
⑴　貸借対照表に計上した金額

⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　関係会社株式のうち、市場価格のない株式は、当該子会社の財政状態に超過収益力等を
反映した価額を実質価額として算定し、この実質価額が著しく低下したときには、回復可
能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除いて、評価損を認識しております。
　PT Bank JTrust Indonesia Tbk.株式の実質価額の算定に当たっては超過収益力等を
含めており、のれんに減損が生じた場合には、実質価額の算定に影響を及ぼし、翌事業年
度の計算書類において、PT Bank JTrust Indonesia Tbk.株式の金額に重要な影響を与
える可能性があります。
　のれんに関する会計上の見積りに関する注記は、「連結注記表　２.会計上の見積りに
関する注記　（1）のれんの評価」に記載しております。
　当社は、当事業年度中に関係会社株式評価損を2,222百万円計上いたしました。

３．表示方法の変更に関する注記
　前事業年度まで独立掲記していた「短期貸付金」（当事業年度は１百万円）については、金
額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より流動資産の「その他」に含めて表示しており
ます。

４．貸借対照表に関する注記
⑴　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
⑵　担保資産

担保に供している資産

上記に対応する債務

　担保に供している資産は、上記の債務の他に子会社の借入金に係る担保にもなって
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⑶　有形固定資産の減価償却累計額 180百万円

被 保 証 者 保 証 金 額 保 証 債 務 の 内 容
事業者及び消費者

10,814件 264,351百万円 金融機関等からの借入債務等

被 保 証 者 保 証 金 額 保 証 債 務 の 内 容

㈱日本保証 1,223百万円 金融機関からの借入債務

パルティール債権回収㈱ 4,923百万円 金融機関からの借入債務

Jグランド㈱ 611百万円 金融機関からの借入債務

J Sync㈱ 6百万円 金融機関からの借入債務

Nexus Card㈱ 13,508百万円 金融機関等からの借入債務

㈱グローベルス 1,040百万円 金融機関等からの借入債務

被 保 証 者 保 証 金 額 保 証 債 務 の 内 容
役員、従業員、子会社
役員及び子会社従業員 92百万円 金融機関からの借入債務

短期金銭債権 5,907百万円
長期金銭債権 2,078百万円
短期金銭債務 189百万円
長期金銭債務 253百万円

おります。

⑷　保証債務
①　子会社の信用保証業務に関するもの

（注）子会社の保証債務に対し連帯保証を行っております。
　なお、上記には重畳的債務引受による連帯債務が含まれております。

②　関係会社に関するもの

③　その他に関するもの

⑸　関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものを除く）
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営業取引による取引高
営業収益 3,327百万円
営業費用等 160百万円

営業取引以外の取引高 10百万円

５．損益計算書に関する注記
⑴　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
⑵　関係会社との取引高

⑶　特別利益
　債務保証損失引当金戻入額は、損失負担見込額が減少したため計上したものであります。

⑷　特別損失
　　関係会社事業損失引当金繰入額は、関係会社の財政状態等を個別に勘案し、損失見込額を
　計上したものであります。

６．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式　　12,956株
（注）普通株式の自己株式の株式数の減少4,515,517株は、会社法第178条の規定に基づく

自己株式の消却による減少4,142,400株、譲渡制限付株式報酬としての処分による減
少375,000株、単元未満株式の買取りによる増加1,923株、及び単元未満株式の売渡
による減少40株であります。
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繰延税金資産
有価証券評価損 16百万円
子会社株式 17,668百万円
関係会社事業損失引当金 8,404百万円
繰越欠損金 4,567百万円
その他 2,305百万円

繰延税金資産小計 32,962百万円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △3,590百万円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △28,394百万円

繰延税金資産合計 977百万円

繰延税金負債
合併受入資産評価差額金 △165百万円
その他 △204百万円

繰延税金負債合計 △370百万円
繰延税金資産（負債）の純額 607百万円

７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

８．リースにより使用する固定資産に関する注記
　貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器の一部については、所有権移転外ファイナ
ンス・リース契約により使用しております。
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種類 会社等の
名 称 所在地

資 本 金
又 は 出
資金
(百万円)

事 業 の
内 容

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
と の 関 係

取引の
内　容

取引金額
（百万円） 科 目 期末残高

（百万円）

子会社 ㈱日本保証 東 京 都
渋 谷 区 95 金融業

所有
直接
100

役員の兼任
債 務 保 証

事業資金の
返 済 4,900 － －

借 入 金 等
に 対 す る
債 務 保 証
（注）１

265,575 － －

子会社
パルティ
ール債権
回収㈱

東 京 都
渋 谷 区 500 債権

回収業
所有
直接
99.9

役員の兼任
債 務 保 証

借 入 金 に
対 す る
債 務 保 証
（注）１

4,923 － －

子会社
Ｊトラス
トシステ
ム㈱

東 京 都
渋 谷 区 80 システム業

所有
直接
100

資金の貸付 － －
そ の 他
( 投 資 そ の
他 の 資 産 )
（注）３

1,968

子会社 Nexus 
Card㈱

宮 崎 県
宮 崎 市 90 金融業

所有
直接
100

役員の兼任
債 務 保 証

借 入 金 に
対 す る
債 務 保 証
（注）１

13,508 － －

子会社
JTRUST 
ASIA PTE. 
LTD.

シ ン ガ
ポ ー ル
共 和 国

33,540 投資業

所有
直接
90.7
間接
9.3

役員の兼任
資金の貸付

資 金 の
貸 付
（注）２

2,364 関 係 会 社
短期貸付金 12,373

子会社

PT 
JTRUST 
INVEST
MENTS 
INDON
ESIA

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ
共 和 国
ｼﾞ ｬ ｶ ﾙ ﾀ
特 別 市

4,085 債権
回収業

所有
直接
38.6
間接
61.4

役員の兼任
債 務 保 証

借 入 金 に
対 す る
債 務 保 証
（注）１

1,244 － －

９．関連当事者との取引に関する注記
⑴　子会社及び関連会社等

取引条件ないし取引条件の決定方針等
（注）１. 金融機関等からの借入金、信用保証業務に係る保証債務に対して、保証を行っており

ます。
　　　　　保証料率については、代位弁済の状況などを勘案して合理的に決定しております。

２. 資金の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。
３. Ｊトラストシステム㈱へのその他（投資その他の資産）のうちの立替金に対し、全額

貸倒引当金を計上しております。
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種類 会 社 等 の 名 称
又 は 氏 名

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取引金額

（百万円） 科 目 期末残高
（百万円）

役員 千 葉 信 育
（被所有）

直接
0.82

当 社
代 表 取 締 役
副 社 長

借入金に対する
債 務 保 証

（注）
19 － －

⑴　１株当たり純資産額 892円88銭
⑵　１株当たり当期純損失 ５円70銭

⑵　役員等及び個人主要株主

取引条件ないし取引条件の決定方針等
（注）　　金融機関からの借入金に係る保証債務に対して、保証を行っております。

保証料率については、代位弁済の状況などを勘案して合理的に決定しております。

10．１株当たり情報に関する注記
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